
新たな援助潮流への日本の貢献を目指して 

ＪＩＣＡの課題と挑戦 

（主な論点） 

 

                     平成１７年７月１日（ニュー・ヨーク） 

                       同年 ７月６日（ワシントンＤ．Ｃ．） 

                         ＪＩＣＡ理事 小島誠二 

 

１．ＪＩＣＡとは何か？ 

 

（歴史） 

・ 社団法人アジア協会（１９５４年４月）、海外技術協力事業団（１９６２年６月）、国

際協力事業団（１９７４年８月）、独立行政法人国際協力機構（２００３年１０月） 

・ ＯＤＡと共に歩んできた歴史 

 

（法的・制度的枠組み） 

・ 独立行政法人通則法（平成１１年７月１６日）、独立行政法人国際協力機構法（平成１

４年１２月６日） 

 

（計画・目標上の枠組み） 

・ 中期目標（平成１５年１０月より同１９年３月まで）、中期計画、年度計画、業務方法

書、部署別年間業務計画等 

 

２．ＪＩＣＡは何をするところか？ 

 

（国際協力機構法） 

・ 開発途上国への技術協力 

・ 無償資金協力（調査・実施の促進） 

・ 国民等の協力活動の促進 

・ 海外移住者・日系人への支援 

・ 技術協力のための人材の養成及び確保 

・ 緊急援助のための機材・物資の備蓄・供与 

・ 国際緊急援助隊の派遣 

 

（技術協力） 

・ DAC の定義：１９９１年 Principles for New Orientations in Technical Cooperation 



 開発途上国の人々の技能、知識、技術ノウハウ及び生産的な素質の水準を向上させるこ

とを目的とする全般的な支援活動であり、特に重要な目的は制度構築（institutional 

development）である。ＩＲＴＣも含まれる。 

 

（技術協力の拡大・深化） 

・ 技術移転から制度構築・能力構築、さらには capacity development へ 

・ 資金協力との連携 

・ 資金協力と技術協力の一体化(例：農村・地方開発) 

 

３．独立行政法人化した後ＪＩＣＡはどう変わったか？ 

  

・ 制度上の変更（自律性・経営責任、業績評価、弾力的な財務管理、自立的な組織・人

事管理） 

・ 機構法上の変更（「国民等の協力活動」支援の明記、開発途上国の「復興」への寄与の

明記） 

・ 現在の取り組み（数値目標に基づいた効率化、業務軽量化、質の向上等） 

 

４．ＪＩＣＡ改革とは何か？ 

 

（第一弾）１６年度 現場主義（在外強化―３０重点推進事務所の指定、６地域支援事務

所の設立等）、人間の安全保障重視の事業及び効果・効率性と迅速性 

（第二弾）１７年度 研修員受け入れ事業の改革、市民参加協力事業の促進及び調査研究 

と人材育成の強化 

 

５．ＪＩＣＡは、日本のＯＤＡ活動全体の中でどのような位置を占めているか？ 

 

（一般会計予算） 

 ＯＤＡ全体 １６年度 ８１６９億円 １７年度 ７８６２億円 ３．８％減 

  ＪＩＣＡ       １６１２億円      １６０１億円 ０．７％減 

開発調査            １８２億円              １８５億円 

   無償資金協力調査経費  ４６億円        ４７億円 

 

（二国間ＯＤＡの形態別実績） 
 無償資金協力   １６．９６億ドル（２６．８％） 

技術協力     ２７．４７億ドル（４３．４％） 

政府貸付等    １８．９１億ドル（２９．９％） 



 （東欧及び卒業国向け実績を除く。） 

 （なお、二国間ＯＤＡはＯＤＡ全体の７１．３％を占める。） 

  

 

（二国間ＯＤＡの地域別実績） 

              ２００３年        ２００５年  

         ＤＡＣ   日本  ＪＩＣＡ     ＪＩＣＡ 

アジア     ２６％  ６５％   ４８％     ４５％ 

大洋州      １％   １％    ４％      ４％ 

アメリカ    １１％  １０％   １９％     １８％ 

アフリカ    ４６％  １１％   １６％     ２０％ 

中東      １０％   ８％   １１％     １１％ 

欧州       ６％   ５％    ３％      ３％  

（地域配分対象外は除く。ＤＡＣ及び日本は全形態。２００５年は計画値。四捨五入の

関係で、総計が１００％とならない場合がある。）  

 

（資金協力との連携） 

技術協力プロジェクト・無償資金協力連携案件（１６年度 ８８件） 

開発調査・無償資金協力連携案件（１６年度 ２７件） 

開発調査・円借款連携案件（１６年度 ２９件） 

ＪＩＣＡの行った調査がなされた無償資金協力本体事業費（１６年度 １０７８億円） 

 

（ＯＤＡ関係者） 

 外務省経済協力局       約２００名 

 在外公館経協担当官      約３００名 

 各省庁の経協担当者      約１２０－１４０名 

 ＪＩＣＡ職員         １３２８名（定員） 

  企画調査員            １９０名 

 国際協力専門員       国内 ５７名  在外 ２８名 

 ジュニア専門員       国内 ６５名  在外 ５６名 

 ＪＢＩＣ職員          ８７８名 

  （ＪＢＩＣ設立時の旧ＯＥＣＦの職員数は３３０名） 

 

６．新しい援助潮流をどう捉え、どう対応しようとしているか？ 

 

（戦略の強化） 



・ 国別事業実施方針・地域戦略の作成 

・ アフリカ支援の強化（過去２年間で２０％の予算増） 

 

（共通目標達成への努力） 

・ ＭＤＧｓ達成への努力 

 

（ＰＲＳＰ体制への参加）） 

・ ＰＲＳＰ作成及び評価・モニタリングへの協力 

 

（新しい援助モダリティへの対応） 

・ 援助モダリティについての調査研究 

・ 在外における援助協調要員の拡充（例：国際協力専門員の投入） 

・ 国別・課題別アプローチの強化 

・ 援助の予測性向上（複数年援助フロー、ローリング・プラン、個別プロジェクト経費

等） 

・ 公共財政管理のための技術協力（例：開発調査） 

 

（ローカルリソースの活用） 

・ 現地調達の推進 

・ 現地コンサルタントの活用 

 

（取引費用の削減） 

・ 調査団派遣件数の削減 

・ 調査結果のドナー間での共有 

 

（その他） 

・ プログラム化の推進（断片的で継続性がないとの批判への回答） 

・ ニーズ重視に向けた研修事業の改革 

・ ボランティア事業へのプログラム・アプローチの導入 

・ 専門家の公募制の導入 

 

７．ＪＩＣＡ（日本）が国際援助コミュニティに貢献できるものは何か？ 

 

・ 技術協力の重要性の再確認－バーグ報告（１９９３年）の指摘する問題点への説得力

のある回答の提示 

・ 途上国の自助努力支援（途上国のオーナーシップを尊重した共同案件形成、利害関係



者間の合意形成に基づく意志決定、専門家とカンターパートの共同作業を通じた信頼関

係の醸成、既存の公的機関・組織の活用等） 

・ 概念の精緻化と現場への適用（例：人間の安全保障、capacity development 等） 

・ アジアでの経験の蓄積と概念化・体系化（例：国総研改革の柱） 

・ 南南協力（アジア・アフリカ協力及び新興ドナー支援） 

・ アフリカ支援への貢献（来年度から３年間でＯＤＡ倍増） 

・ アジアにおけるＭＤＧｓ達成への貢献 

・ 一貫した政策（経済成長、インフラの重要性を一貫して主張してきた。） 

・ 新しい援助思想・戦略・モダリティに対するチェック機能・代替案提示機能（卵を入

れるもう一つの籠を用意すること。） 

・ 個別の成功例：理数科教育、母子保健手帳、Ｋｏｂａｎ等 

  

 

（参考）バーグ報告 

（技術協力の問題点） 

制度構築・能力構築に失敗 

      滞在型専門家・現地カウンターパート・モデルの失敗 

      ドナー主導のマネッジメント 

      研修軽視 

      ＰＭＵの設立 

      効果的なマーケットの不在 

    （処方箋） 

短期コーチ型専門家 

ギャップ・フィリング型専門家の活用 

給与補填（？） 

組織双子化 

途上国人材の活用 

途上国によるマネッジメント（予算、特に公共投資計画との関連づけ、援助

協調、プログラム化等） 

効果的なマーケットの創出（技術協力のプール制、アンタイド化、一般財政

支援、実施官庁によるコスト負担等） 

公務員制度改革 

 

                                                             （以上） 


